


















retirement obligation) J 3)のうち、負債認識要件を満たしたものについて現在価値評価した
上で負債認識する4)。そして、除却債務の負債認識による貸方の増加分に見合うだけの金額を、
借方において「除却コスト (assetretirement COSt) Jとして当該資産の簿価(取得原価あるい
は未償却原価)に算入するというものである。ただし、除却負債の見積改訂が行われた場合、
1) r特定家庭用概評摘品イ儲J(平成13年4月1日施行)。
2) Financial Accounting Standards Board， Proposed Statement of Financial Accounting Standards， 
Accounting for Obligations Associated with the Retirement of Long-Lived Assets， February 2000.なお、
この公開草案は96年2月に提出された公開草案Accountingfor Certain Liabilities Related to Closure or 





































13)尤も、 FinancialAccounting Standards Board， Statement of Financial Accounting Concepts， No.6， 
Elements of Financial Statements， December 1985， para.21 0 (平松・広瀬、前蟻芹書)の繍即こよっては、
負債認識そのものが否定される可能性もあろう。「公開草案:JIssue 1は、この点を考慮したものだと考えられる。

































































17) Financial Accounting Standards Board， Statement of Financial Accounting Standards， No. 13， Accounting 










































































































































29) Financial Accounting Standards Board， Statement of Financial Accounting Standards， No.133， 












































































































Financial Accounting Standards Board， Proposed Statement of Financial Accounting Standards， 
Accounting for the Impairment or Disposal of Long-Lived Assets and for Obligations Associated with 
Disposal Activities， June 2000， para5を参照。
35) Financial Accounting Standards Board， Statement of Financial Accounting Standards， NO.121， 






























































































39)資産簿価の意義に関しては、 FASB，Proposed Statement of Financial Accounting Standards， Accounting in 
Interim and Annual Financial Statements for Certain Costs and Activities Related to Property， Plant， and 
Equipment，October2001において再樵すが図られている。
40)ただし、国際会計基準では、除去H負債は引当金として諦哉されている。材副都主9，22を参照。
41) IASC、IAS37、para.1を参明。
42)尤も、国際会=十基準では、「公開草案jと異なり、阪H負債の見積斑Tを、すでに資産衛面に算入されている除却
コストに反映させるかどうかについての日月確な記述カf見当たらない。よって、第4節で述べた、減損会計に関す
るこ点目の問題点が国際会=十基準に当てはまるかどうかは利月である。
43)向上書、 Example11A。
17 
18 
で負債認識することが当然の帰結であるにもかかわらず、米国会計基準と同様に国際会計基準
においても、それがなされていないことには注意しなければならない。尤も、その否定の理由
は、「公開草案」とは異なり将来修繕支出の発生の蓋然性が、「会社の決定にかかっているJ43) 
以上現在では負債を認識するほど高いとは考えられないためとされている。ただ、その場合で
も、第2節で検討したように、将来の解体支出を取得原価に算入するという規定をもっ以上、
国際会計基準でも除却負債の蓋然性が、「会社の決定に関わりなく」企業が有形固定資産を取
得使用し除却まで行うということを前提に図られていたことには変わりがない。それにもかか
わらず、上記のような理由で将来修繕支出の負債認識を否定することには問題があると考えら
れようO
さらに、修繕支出に関しては、その発生前に予めその金額だけを余分に減価償却しておき、
支出の発生とともに資産簿価に算入することが求められているようであるが、このような会計
処理にも問題があると考えられる。なぜなら、そのことが資産簿価を資産本体の価値によって
評価していることを意味するからである。つまり、資産本体の価値下落に着目した会計処理と
なっているのである。第4節で検討したように、将来除却支出を資産簿価に算入することは、
資産簿価を使用まで視野に入れた価値に近づけることを意味している。それにもかかわらず、
将来修繕支出については、資産簿価が資産本体の価値を表しているという前提のもとで会計処
理するというのでは、資産簿価に対してどのような意義を持たせるのかについて一貫性が保た
れていないといわざるを得ない。以上の議論から明らかなように、国際会計基準においても、
米国会計基準と同様に、資産簿価の意義をその会計基準体系の中でどのように意義付けていく
のかについて再検討がなされなければならないように思われるO
(2001年6月5日受理)
